予算要求資料
平成27年度当初予算　　　支出科目　款：労働費　項：労政費　目：雇用促進費
	事業名　新 障がい者雇用企業支援センター運営事業費


（この事業に対するご質問・ご意見はこちらにお寄せください）　

　　　　　　商工労働部　労働雇用課　就労支援係　電話番号：058-272-1111（内3136 ）

　　　　　　　E-mail： c11367@pref.gifu.lg.jp

１　事業費　　        41,672千円（前年度予算額：　-　千円）
＜財源内訳＞　
	区　分
	事業費
	財　　　　源　　　　内　　　　訳

	
	
	国　庫

支出金
	分担金

負担金
	使用料

手数料
	財産収入
	寄附金
	その他
	県　債
	一　般

財　源

	前年度
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0

	要求額
	41,672
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	0
	41,672

	決定額
	
	
	
	
	
	
	
	
	


２　要求内容

（１）要求の趣旨（現状と課題）

県内企業の障がい者雇用状況は、法定雇用率2.0％に対して実雇用率が1.74％（全

国1.96％）、法定雇用率達成企業の割合は49.0％（前年比3.9ポイント減）となっ

いる。障がい者雇用が進まない理由として「どんな仕事を任せていいのか分からない」

「危険な仕事は任せられない」等といった事業主の声があることから障がい者雇用の促進を図るためには雇用の受け皿となる企業への支援が求められる。
（２）事業内容

新たに「障がい者雇用企業支援センター（仮称）」を設置・運営し、障がい者に適した業務の洗い出し、経営等のコンサルティングやジョブコーチ養成研修を実施するなど、障がい者雇用に関し実現性のある総合的な企業支援を行う。

　　
＜業務内容＞
（1）企業支援アドバイザー事業
　　 ・障がい者の業務の洗い出し、雇用管理、経営（収益の確保）等に関する専門的
　　　 助言や提案を行う。また、障害者就業・生活支援センター配置の障がい者雇用開拓員への助言を行う。

　　 ・障がい者雇用を検討している企業や従業員に対する出前講座の開催等により障
がい者雇用への理解を深める。
・人材育成に充てる余力のない中小企業への支援として、障がい者従業員向けの

セミナー（研修会）を実施する。
　　　 ・短期の職場実習（チャレンジトレーニング）の実施及び協力企業を開拓する。
　　　 ・県内中小企業等とネットワークの構築するための情報交換を実施する。

　　　 ・各種助成制度の案内を行う。
（2）リーディング企業紹介事業
　　 ・障がい者雇用の経験が乏しい県内中小企業に対し、参考となる障がい者雇用に
関する優良企業情報や先進事例等の情報を発信する。
　　　 ・リーディング企業への見学を希望する県内未達成企業に対し、訪問先の紹介・

取次ぎを行う。

（3）ジョブコーチ養成研修事業

　 　・障がい者の円滑な就労を支援するジョブコーチ（職場適応援助者）の養成研修

を開催する。

（4）合同企業面接会事業
　　 ・ハローワーク、経営者協会等との共催による合同企業面接会を開催し、求職者と企業とのマッチングの機会を拡充する。

＜今後の方向性及び実施期間＞

□一般就労を希望する全ての障がい者が職に就ける環境を整備
・雇用の受け皿である企業や就労支援機関をサポートすることによって、障がい
者の就労を側面的に支援する。
（３）県負担・補助率の考え方

　　　全額県負担
（４）類似事業の有無

　　　無
３　事業費の積算内訳

	事業内容
	金額(千円)
	事業内容の詳細

	報酬
	1,050
	アドバイザー報酬

	報償費
	　53
	プロポーザル審査委員謝金

	旅費
	558
	業務旅費、アドバイザー費用弁償

	需用費
	102
	消耗品費、会議費、修繕費

	役務費
	50
	郵便料

	委託料
	   39,509
	スタッフ人件費、セミナー開催経費、ホームページ運営管理等

	その他
	350
	備品

	合計
	41,672
	


	　決定額の考え方　




４　参考事項

（１）事業主体及びその妥当性
　　　事業主体は岐阜県
障がい者雇用に関する企業向け専門的支援機関を開設し、障がい者の受け入れに取り組もうとする企業へのバックアップ体制を強化することは、障がい者雇用の場の拡大につながるため有効である。
事業評価調書
	■  新規要求事業　

	□  継続要求事業


	１　事業の目標と成果


（事業目標）

	・何をいつまでにどのような状態にしたいのか
雇用の受け皿である企業や就労支援機関へのバックアップ体制を強化することにより、障がい者の雇用の場の拡大を図る。


（目標の達成度を示す指標と実績）

	指標名
	事業開始前
	指標の推移
	現在値
	目　標
	達成率

	障がい者実雇用率
	1.74％（H25）※
	－
	
	1.74％（H25）※
	2.20％
（H30）
	　－


　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※H25.6.1調査より、岐阜労働局調べ
○指標を設定することができない場合の理由
	


（平成26年度の取組）

	・事業の活動内容（会議の開催、研修の参加人数等）




（平成26年度の成果）

	・平成26年度の取組により得られた事業の成果、今後見込まれる成果

　



	２　事業の評価と課題


（事業の評価）

	・事業の必要性（社会経済情勢等に沿った事業か、県の関与は妥当か）

○：必要性が高い、△：必要性が低い

	(評価)

　○

	障がい者の雇用の場の拡大につながるため、事業の必要性が高い。


	・事業の有効性（指標等の状況から見て事業の成果はあがっているか）

　○：概ね期待どおり又はそれ以上の効果が得られている、△：まだ期待どおりの成果が得られていない

	（評価）


	

	・事業の効率性（事業の実施方法の効率化は図られているか）

　○：効率化は図られている、△：向上の余地がある

	(評価)


	


（今後の課題）

	・事業が直面する課題や改善が必要な事項
企業の障がい者雇用の受け入れ体制が整備されておらず、法定雇用率未達成の県内企業の割合が51％に達する。一般就労を希望する障がい者の雇用の場が広がるよう企業の障がい者雇用をそく面的に支援していく必要がある。



（次年度の方向性）
	・継続すべき事業か。県民ニーズ、事業の評価、今後の課題を踏まえて、今後どのように取り組むのか

障害者雇用促進法の改正により、Ｈ25年に法定雇用率が引上げされ、Ｈ30年には精神障がい者の雇用の義務が企業に課せられることになる。企業の中で障がい者雇用のニーズが高くなることが想定されるが、障害者の受け入れ態勢が整備されていない企業も多数ある。当該事業の活用により、企業に対し障がい者雇用に関する総合的な支援を行う。


